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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期
第１四半期
連結累計期間

第94期
第１四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

営業収入 （百万円） 71,383 64,772 325,360

経常利益 （百万円） 2,496 469 19,967

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 1,405 156 14,044

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,469 202 14,377

純資産額 （百万円） 164,958 172,966 177,863

総資産額 （百万円） 258,452 259,342 277,899

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 1.67 0.19 16.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 1.65 0.18 16.49

自己資本比率 （％） 63.8 66.7 64.0
 

（注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  「営業収入」には、消費税等は含まれておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）の事業の内容に重要な変更はあ

りません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間の業績は、営業収入が前年同期比66億10百万円減の647億72百万円（前年同期比9.3％

減）となり、営業利益は同比21億53百万円減の4億80百万円（同比81.8％減）、経常利益は同比20億27百万円減の4

億69百万円（同比81.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は同比12億49百万円減の1億56百万円（同比

88.9％減）となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。各セグメントの金額はセグメント間取引を含んでおります。

　

（セグメント別業績）   

区分

前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

増減

営業収入
（百万円）

営業利益
（百万円）

営業収入
（百万円）

営業利益
（百万円）

営業収入
（百万円）

営業利益
（百万円）

不動産管理事業 35,087 1,587 35,174 1,150 87 △437

不動産流通事業 13,446 354 13,865 318 419 △35

不動産開発事業 23,978 1,449 17,257 △125 △6,721 △1,574

調整額（消去又は全社） △1,128 △757 △1,524 △863 △396 △105

合計 71,383 2,633 64,772 480 △6,610 △2,153
 

（注）前第２四半期連結会計期間より事業セグメントの記載順序を変更しております。
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① 不動産管理事業

不動産管理事業の営業収入は前年同期比87百万円増の351億74百万円となりましたが、営業利益は人員補強によ

る人件費の増加などにより、前年同期比4億37百万円減の11億50百万円となりました。

なお、当第１四半期連結会計期間末におけるマンション管理受託戸数は531,394戸（前年同期末比1,553戸

増）、請負工事受注残高は354億74百万円（同比36億41百万円増）となりました。

　

（営業収入内訳）    

区分
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

増減

管理受託 （百万円） 20,966 21,143 177

請負工事 （百万円） 12,159 11,965 △193

その他 （百万円） 1,960 2,064 104

合計 （百万円） 35,087 35,174 87
 

 
（マンション管理受託戸数）   

区分
前第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

増減

受託戸数 529,841戸 531,394戸 1,553戸
 

 
（請負工事の状況）    

区分
前第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

増減

受注残高 （百万円） 31,832 35,474 3,641
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② 不動産流通事業

不動産販売収入が前年同期比7億72百万円増の77億91百万円となったことなどにより、不動産流通事業の営業収

入は同比4億19百万円増の138億65百万円となりました。一方、店舗網拡大に向けた人員補強による人件費の増加

などにより、営業利益は前年同期比35百万円減の3億18百万円となりました。

　

（営業収入内訳）    

区分
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

増減

売買仲介 （百万円） 2,117 1,927 △189

不動産販売 （百万円） 7,018 7,791 772

賃貸管理等 （百万円） 2,451 2,502 51

その他 （百万円） 1,858 1,644 △214

合計 （百万円） 13,446 13,865 419
 

　

（売買仲介取扱実績）    

区分
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

増減

取扱件数 1,792件 1,668件 △124件

取扱高 （百万円） 43,147 43,236 88
 

　

（不動産販売の状況）    

区分

前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

増減

戸数
金額

（百万円）
戸数

金額
（百万円）

戸数
金額

（百万円）

売上実績

マンション 307戸 6,917 310戸 7,458 3戸 540

その他 － 100 － 332 － 231

合計 307戸 7,018 310戸 7,791 3戸 772
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③ 不動産開発事業

マンション販売において、竣工戸数が前年同期と比べて少ない計画であったことから、売上戸数が434戸（前年

同期比99戸減）、売上高が149億21百万円（同比69億50百万円減）となり、不動産開発事業の営業収入は前年同期

比67億21百万円減の172億57百万円、営業損失1億25百万円（前年同期は14億49百万円の利益）となりました。

なお、当第１四半期連結会計期間末におけるマンション契約残高は1,164戸、413億78百万円（前年同期末比273

戸減、82億59百万円減）となりました。

　

（営業収入内訳）    

区分
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

増減

不動産販売 （百万円） 22,836 15,897 △6,939

その他 （百万円） 1,141 1,359 218

合計 （百万円） 23,978 17,257 △6,721
 

　

（不動産販売の状況）   
 

区分

前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

増減

戸数
金額

（百万円）
戸数

金額
（百万円）

戸数
金額

（百万円）

契約実績

マンション 450戸 16,144 474戸 16,822 24戸 677

戸建 6戸 214 14戸 638 8戸 423

その他 － 1,764 － 582 － △1,182

合計 456戸 18,123 488戸 18,043 32戸 △80

売上実績

マンション 534戸 21,872 434戸 14,921 △99戸 △6,950

戸建 14戸 543 9戸 393 △5戸 △149

その他 － 421 － 582 － 160

合計 548戸 22,836 443戸 15,897 △104戸 △6,939

契約残高

マンション 1,436戸 49,638 1,164戸 41,378 △273戸 △8,259

戸建 5戸 162 14戸 622 10戸 459

その他 － 1,343 － 2,787 － 1,444

合計 1,441戸 51,144 1,178戸 44,789 △263戸 △6,355
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(2) 財政状態の分析

①  総資産

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、2,593億42百万円（前期末比185億56百万円減）となりました。これ

は、たな卸不動産が72億53百万円増加した一方、「現金及び預金」が229億91百万円、「受取手形及び売掛金」が

52億17百万円それぞれ減少したことなどによるものです。

　

②  負債

当第１四半期連結会計期間末の負債は、863億76百万円（前期末比136億59百万円減）となりました。これは、

「支払手形及び買掛金」が71億83百万円、預り金の減少などにより流動負債「その他」が44億92百万円それぞれ

減少したことなどによるものです。

　

③  純資産

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、1,729億66百万円（前期末比48億97百万円減）となりました。これ

は、「利益剰余金」が親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により1億56百万円増加した一方、剰余金の配当

により51億17百万円減少したことなどによるものです。また、自己資本比率は66.7％（前期末比2.7ポイント増）

となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、35百万円となっております。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,152,400,000

第１種優先株式  10,000,000

計  1,162,400,000
 

 
②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成29年８月４日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 843,542,737 843,542,737
東京証券取引所
（市場第一部）

株主としての権利内容
に制限のない、基準と
なる株式
（注）３～４

第１種優先株式
（注）１

10,000,000 10,000,000 ― （注）２～６、８～９

計 853,542,737 853,542,737 ― ―
 

（注）１ 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

２ 第１種優先株式は、当社の普通株式の株価に基づき取得(転換)価額が修正されるため、当該優先株式の取得

と引換えに交付される普通株式数が変動いたします。なお、取得(転換)価額の修正基準および修正頻度なら

びに下限は、（注）９に記載のとおりであります。また、第１種優先株式について、当社の決定による当該

優先株式の全部の取得を可能とする旨の条項はありません。

３  各種類株式の単元株式数は、1,000株であります。

４  各種類株式について、会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

５  第１種優先株式の権利行使に関する事項および当社株式の売買に関する事項について、当社と当該優先株式

の所有者との間に取決めはありません。

６ 第１種優先株式は、自己資本の増強を図る一方、普通株式数の増加による希薄化を最大限抑制するために発

行したものであるため、法令に別段の定めがある場合および、期末配当において第１種優先株主が優先的配

当を受ける旨の報告事項または議案が定時株主総会に提出されないときはその事業年度に関する定時株主総

会から、その議案が定時株主総会において否決されたときはその総会の終結の時から期末配当において優先

的配当を受ける旨の取締役会または定時株主総会の決議がある時までに限り、議決権を有するものとしてお

ります。

７ 「提出日現在発行数」には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの第１種優先株式の取得請

求権の行使により発行された株式数は含まれておりません。

８  第１種優先株式は、現物出資(借入金の株式化)により発行されております。

９  第１種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(1) 優先配当金

(イ)剰余金の配当  当社は、定款に定める毎年３月31日を基準日とする剰余金の配当(以下、「期末配当」と

いう。)を行うときは、第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に対し、普通株主または普通登

録株式質権者に先立ち、第１種優先株式１株につき、年40円を上限として、当該第１種優先株式発行に

際し取締役会の決議で定める額の剰余金の配当(以下、「第１種優先配当金」という。)を行う。

(ロ)優先配当金の額 第１種優先配当金の額は、400円×(日本円TIBOR＋1.75％)とする。第１種優先配当金

は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果、第１種優

先配当金の額が金40円を超える場合は40円とする。

「日本円TIBOR」とは、平成19年４月１日以降の毎年４月１日(以下、「第１種優先配当算出基準日」と

いう。)現在における日本円リファレンス・レート(１年物)として全銀協TIBOR運営機関によって公表さ

れる数値をいい、上記計算式においては、次回の第１種優先配当算出基準日の前日までの各事業年度に

ついて適用される。ただし、第１種優先配当算出基準日が銀行休業日の場合は直前営業日を第１種優先

配当算出基準日とする。第１種優先配当算出基準日に日本円TIBORが公表されない場合、同日(当日が銀

行休業日の場合は直前営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間
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市場出し手レート(ユーロ円LIBOR１年物(360日ベース))としてICEベンチマーク・アドミニストレーショ

ン(IBA)によって公表される数値またはこれに準ずると認められるものを日本円TIBORに換えて用いるも

のとする。日本円TIBORまたはこれに換えて用いる数値は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４

位を四捨五入する。

(ハ)期末配当以外の配当の額  第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に対し、期末配当以外の剰

余金の配当を行わない。

(ニ)非累積条項  ある事業年度において第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に対して行う期末

配当の額が第１種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(ホ)非参加条項  期末配当において、第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に対し、第１種優先

配当金を超えて配当は行わない。

(へ)除斥期間  定款に定める除斥期間の規定は、第１種優先配当金の支払について、これを準用する。

(2) 残余財産の分配  当社の残余財産を分配するときは、第１種優先株主または第１種優先登録株式質権者に

対し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、第１種優先株式１株につき400円を支払う。第１種優

先株主または第１種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(3) 併合または分割等  当社は、法令に定める場合を除き、第１種優先株式について株式の併合または分割は

行わない。当社は、第１種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを

受ける権利を与えない。

(4) 取得請求権

(イ)取得を請求し得べき期間  第１種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成19年10月１日から平成37

年９月30日までとする。

(ロ)条件  第１種優先株主は、１株につき下記(a)ないし(c)に定める転換価額により、第１種優先株式の取

得を当社に請求し、引換えに普通株式の取得を請求することができる。

(a) 当初転換価額  444.0円

(b) 転換価額の修正  転換価額は、平成20年10月１日から平成37年９月30日まで、毎年10月１日(以下、そ

れぞれ「転換価額修正日」という。)に、各転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日(以

下、それぞれ「時価算定期間」という。)の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取

引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除く。)が、当初転換価額を下回る場

合、当該平均値に修正される(修正後転換価額は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。なお時価算定期間内に、下記(c)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平

均値は、(c)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。)。ただし、上記計算の結果、修正

後転換価額が351.6円(以下、「下限転換価額」といい、下記(c)により調整される。)を下回る場合に

は下限転換価額をもって修正後転換価額とする。

(c) 転換価額の調整

Ⅰ  第１種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式により調整

する。転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位

を四捨五入する。

    
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
１株当たりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
 

ⅰ  転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を

処分する場合を含む。）、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主

割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は転換価額調整

式における「新規発行普通株式数」に算入される。

ⅱ 株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための基準日に

株式が増加したものとみなし、その株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、剰余金の額

を減少して資本金の額の増加をすることを条件としてその増加部分をもって株式の分割により普

通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該剰余金の額を減少して資本金の額の増加決

議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後

の転換価額は、当該剰余金の額を減少して資本金の額の増加決議をした株主総会の終結の日の翌

日以降、これを適用する。

ⅲ 転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式に引換えることができる取得請求

権付株式または権利行使により交付される普通株式１株当たりの価額（新株予約権の発行価額お

よび新株予約権の行使に際して払い込む額との合計額の１株当たりの額をいい、以下同じ。）が

転換価額調整式に使用する時価を下回ることとなる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行

する場合、調整後の転換価額は、その証券（権利）の払込期日に、または募集のための株主割当

日がある場合はその日の終わりに、全ての取得請求権または全ての新株予約権が行使されたもの

とみなし、その発行日の翌日以降、またはその割当日の翌日以降これを適用する。以後の調整に

おいては、かかるみなし株式数は、実際に当該取得請求権または新株予約権の行使がなされた結
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果発行された株式数を上回る限りにおいて既発行の普通株式数に算入される（下記ⅳも同様とす

る。）。

ⅳ  普通株式に引換えることができる取得請求権付株式または新株予約権を行使できる証券（権利）

であって、転換価額または新株予約権の行使価額が発行日に決定されておらず後日一定の日（以

下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行した場合において、決定

された転換価額または権利行使により交付される普通株式１株当たりの発行価額が転換価額調整

式に使用する時価を下回る場合、調整後の転換価額は、当該価額決定日に残存する証券（権利）

の全ての取得請求権または新株予約権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降で

これを適用する。

Ⅱ 上記Ⅰに掲げる事由のほか、合併または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要とする場合

には、取締役会が適当と判断する転換価額により変更される。

Ⅲ  転換価額調整式に使用する１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日（ただし、上記Ⅰⅱ

ただし書の場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数

を除く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。な

お上記45取引日の間に、Ⅰで定める転換価額の調整事由が生じた場合には、転換価額調整式で使用

する時価（当該平均値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。

Ⅳ  転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその

日、また、株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヵ月前の日における当社の発

行済普通株式数とする。なお、既発行普通株式数からは処分される自己株式数を控除する。

Ⅴ  転換価額調整式で使用する１株当たりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

ⅰ  Ⅰⅰの時価を下回る払込金額（または処分価額）をもって普通株式を発行（または自己株式を処

分）する場合には、当該払込金額または処分価額（金銭以外の財産による払込みの場合にはその

適正な評価額）

ⅱ  Ⅰⅱの株式の分割により普通株式を発行する場合は０円

ⅲ  Ⅰⅲの時価を下回る価額をもって取得請求権の行使により普通株式を交付する場合またはⅠⅲで

定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合は、当該転換価額または当該

新株予約権の行使により発行される普通株式１株当たりの発行価額

ⅳ  Ⅰⅳの場合は、価格決定日に決定された転換価額または権利行使により発行される普通株式１株

当たりの発行価額

Ⅵ  転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発

生し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額

からこの差額を差引いた額を使用する。

(d) 引換えにより交付すべき普通株式数

第１種優先株式と引換えに交付すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。

 
引換えにより交付すべき普通株式数

 
＝

第１種優先株主が取得請求のために提出した
第１種優先株式の発行価額の総額

転換価額
 

交付すべき普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、これを切り捨てる。

(5) 取得条項  当社は、取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかった第１種優先株式を、同期間の末日の

翌日(以下「取得条件成就日」という。)以降の取締役会で定める日をもって取得するものとし、この場

合、当社は、当該第１種優先株主に対し、当該第１種優先株式を取得するのと引換えに第１種優先株式１

株の払込金相当額を取得条件成就日に先立つ45取引日目に始まる30取引日(終値のない日数を除く。)の株

式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(円位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)で除して得られる数の普通株式を交付す

る。ただし、この場合当該平均値が355.2円を下回るときは、第１種優先株式１株の払込金相当額を当該金

額で除して得られる数の普通株式を交付する。

なお、前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときには、会社法第234条に従いこ

れを取り扱う。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年６月30日 － 853,542,737 － 41,171 － 33,462
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

（平成29年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
第１種優先株式

10,000,000
－

「１(1)②発行済株式」の「内容」
の記載を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － ―

議決権制限株式（その他） － － ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
株主としての権利内容に制限のな
い、基準となる株式
単元株式数は1,000株普通株式 3,505,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 838,515,000 838,515
株主としての権利内容に制限のな
い、基準となる株式
単元株式数は1,000株

単元未満株式 普通株式　　1,522,737 － ―

発行済株式総数 853,542,737 － ―

総株主の議決権 － 838,515 ―
 

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式6,000株（議決権６個）が含ま

れております。

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式142株および証券保管振替機構名義株式564株が含ま

れております。

３ 平成29年６月30日現在においては、「完全議決権株式（自己株式等）」の自己保有株式は、単元未満株式の

買取りおよび売渡しにより1,920株増加し、単元未満株式を含めて3,507,062株となっております。

 

② 【自己株式等】

（平成29年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社大京

東京都渋谷区千駄ヶ谷

四丁目24番13号
3,505,000 － 3,505,000 0.41

計 ― 3,505,000 － 3,505,000 0.41
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 89,736 66,744

  受取手形及び売掛金 18,252 13,034

  販売用不動産 45,885 44,848

  仕掛販売用不動産 43,622 55,034

  開発用不動産 26,482 23,360

  その他のたな卸資産 2,132 4,699

  繰延税金資産 2,886 2,904

  その他 6,952 6,888

  貸倒引当金 △22 △21

  流動資産合計 235,927 217,493

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 7,391 7,602

    減価償却累計額 △3,606 △3,782

    建物及び構築物（純額） 3,785 3,820

   土地 10,111 10,172

   その他 1,789 1,834

    減価償却累計額 △1,170 △1,204

    その他（純額） 619 630

   有形固定資産合計 14,516 14,623

  無形固定資産   

   のれん ※2  9,293 ※2  9,168

   その他 8,532 8,286

   無形固定資産合計 17,826 17,455

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,415 1,439

   繰延税金資産 691 676

   その他 7,706 7,833

   貸倒引当金 △183 △180

   投資その他の資産合計 9,630 9,769

  固定資産合計 41,972 41,848

 資産合計 277,899 259,342
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 20,283 13,100

  短期借入金 7,931 6,462

  1年内償還予定の社債 2,000 2,000

  未払法人税等 3,015 711

  前受金 8,021 8,952

  賞与引当金 2,789 1,969

  役員賞与引当金 182 56

  その他 17,394 12,902

  流動負債合計 61,618 46,153

 固定負債   

  長期借入金 18,987 20,847

  繰延税金負債 2,028 1,994

  役員退職慰労引当金 400 405

  退職給付に係る負債 9,739 9,778

  その他 7,262 7,197

  固定負債合計 38,417 40,222

 負債合計 100,036 86,376

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 41,171 41,171

  資本剰余金 38,098 38,098

  利益剰余金 99,530 94,587

  自己株式 △1,339 △1,339

  株主資本合計 177,461 172,517

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 464 502

  為替換算調整勘定 △9 △4

  退職給付に係る調整累計額 △52 △50

  その他の包括利益累計額合計 401 448

 純資産合計 177,863 172,966

負債純資産合計 277,899 259,342
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

営業収入 71,383 64,772

営業原価 61,508 56,588

売上総利益 9,875 8,183

販売費及び一般管理費 7,241 7,703

営業利益 2,633 480

営業外収益   

 受取利息 14 5

 受取配当金 17 19

 保険配当金 16 34

 固定資産税等精算金 40 34

 その他 53 48

 営業外収益合計 141 141

営業外費用   

 支払利息 75 55

 借入手数料 32 32

 その他 170 65

 営業外費用合計 278 152

経常利益 2,496 469

特別利益   

 固定資産売却益 － 0

 特別利益合計 － 0

特別損失   

 固定資産除却損 5 2

 特別損失合計 5 2

税金等調整前四半期純利益 2,490 467

法人税、住民税及び事業税 515 369

法人税等調整額 569 △58

法人税等合計 1,085 311

四半期純利益 1,405 156

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,405 156
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 1,405 156

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △55 38

 為替換算調整勘定 42 5

 退職給付に係る調整額 77 2

 その他の包括利益合計 63 46

四半期包括利益 1,469 202

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,469 202
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

（会計方針の変更）

投資先の事業価値を向上させキャピタルゲインを得る目的で保有する有価証券については、従来、投資その他の

資産の「投資有価証券」に計上しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より流動資産の「その他」（営業投

資有価証券）に計上する方法に変更いたしました。

この変更は、上記目的の投資を営業取引と位置付け、これを推進するために組織体制を見直したことを機に計上

方法を見直し、実態をより適正に表示するために行ったものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表は、遡及適用を行う前と比べて流動資産「その他」が13百万円増加

し、「投資有価証券」が同額減少しております。
 

　

（四半期連結貸借対照表関係）

１  保証債務

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

  百万円  百万円

顧客住宅ローンに関する抵当権設定登記完
了までの金融機関等に対する連帯保証債務

11,673 4,251 
 

 

※２  のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは相殺表示しております。相殺前の金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

  百万円  百万円

のれん 9,626  9,491  

負ののれん 332  323  

差引 9,293  9,168  
 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

   百万円  百万円
減価償却費 456 409 

のれんの償却額 266 269 
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

 

１  配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月10日
取締役会

普通株式
利益剰余金

2,520 3.00
平成28年３月31日 平成28年６月23日

第１種優先株式 81 8.136
 

 

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

 

１  配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年５月15日
取締役会

普通株式
利益剰余金

5,040 6.00
平成29年３月31日 平成29年６月23日

第１種優先株式 77 7.736
 

 

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間より、事業セグメントの記載順序を変更しております。これに伴い、前第１四半期連結

累計期間の報告セグメントの記載順序を同様に変更しております。

 
Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
不動産管理
事業

不動産流通
事業

不動産開発
事業

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 34,226 13,230 23,926 － 71,383

セグメント間の内部売上高
又は振替高

861 215 52 △1,128 －

計 35,087 13,446 23,978 △1,128 71,383

セグメント利益 1,587 354 1,449 △757 2,633
 

（注）１ セグメント利益の調整額△757百万円には、セグメント間取引消去△11百万円および各報告セグメントに配分

していない全社費用△746百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
不動産管理
事業

不動産流通
事業

不動産開発
事業

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 34,242 13,315 17,214 － 64,772

セグメント間の内部売上高
又は振替高

932 549 42 △1,524 －

計 35,174 13,865 17,257 △1,524 64,772

セグメント利益又は損失（△） 1,150 318 △125 △863 480
 

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額△863百万円には、セグメント間取引消去46百万円および各報告セグ

メントに配分していない全社費用△909百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

（1）１株当たり四半期純利益金額  1.67円 0.19円

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 （百万円） 1,405 156

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

（百万円） 1,405 156

普通株式の期中平均株式数 （株） 840,053,676 840,036,411

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 1.65円 0.18円

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 （百万円） － －

普通株式増加数 （株） 11,376,564 11,376,564

（うち、優先株式） （11,376,564） （11,376,564）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
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２ 【その他】

（剰余金の配当）

平成29年５月15日開催の取締役会において、平成29年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主ま

たは登録株式質権者に対し、次のとおり剰余金の配当（期末）を行うことを決議いたしました。

　

普通株式

①  配当財産の種類および帳簿価額の総額 金銭による配当 総額5,040百万円

②  株主に対する配当財産の割当てに関する事項 １株当たり6.00円

③  当該剰余金の配当がその効力を生ずる日 平成29年６月23日
 

　

第１種優先株式

①  配当財産の種類および帳簿価額の総額 金銭による配当 総額 77百万円

②  株主に対する配当財産の割当てに関する事項 １株当たり7.736円

③  当該剰余金の配当がその効力を生ずる日 平成29年６月23日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成29年８月４日

株式会社大京

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　熊　　木　　幸　　雄　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　岡   野   隆   樹　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　深   井   康   治　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大京の

平成29年４月１日から平成30年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大京及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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